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超高齢社会のわが国では、医療の担い手である医師や看護師だけでなく、リハビリテーシ

ョンの専門職である理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、さらには、介護士やホームヘル

パーなどの人手不足は深刻さを増しており、地域社会にとっては大きな問題となっている。

特に、北海道各地で医療従事者不足が顕著であるため、新たな人材確保の観点からこれら医

療従事者養成校に大きな期待がかかる一方で、前述のような状況を悪化させている原因の

一つに、１８歳人口の減少傾向が確実に進んでいることが挙げられるが、さらに、若い世代

は医療とは異なる分野への進学が増えている現状がある。かつては若い世代にとって魅力

的であった医療職は、コロナ禍での過酷な勤務実態により「医療職を敬遠する動きを助長さ

せてきた」と考えられる。さらに、大学全入時代を迎え、専門学校より大学進学を、地元よ

り都会を希望する高校生が急増している。 

 

そのような流れの中で、本校では、「少子高齢化時代における医療職の魅力ややりがい」、

あるいは、「ＡＩ時代やグルーバル化社会における医療職の将来性」などを理解してもらう

ため、小中学生から高校生までを対象とした学内外の体験実習や啓発教育などに積極的に

取り組んできた。同時に、在校生に対しては、わかりやすい教育の提供や国家試験合格率向

上を目指す創意工夫をはかる対策と共に、地域の医療職として活躍できるように、臨床実習

における教育効果を高める実習プログラム作りを進めてきた。 

 

また、本校学生が充実した学校生活を送れるよう、これまで例えば、学校祭や課外イベン

トを企画してきただけでなく、３学科連携の実習を外部の学校と連携するなど新たな試み

も実施してきた。さらには、学生や保護者に対するアンケート調査や学生による授業評価な

ども実施し、学生や保護者からの意見や要望を基盤にした学習環境の整備向上につなげる

働きかけを進めてきた。 

 

令和６年度の取り組みに対する評価制度については昨年度とほぼ同様であり、自己点検・

自己評価報告書、学校関係者評価報告書、事業報告書、決算報告書、保護者アンケート、学

生アンケート、修学支援新制度確認申請書、それら関連ファイル等（学則・履修規程、シラ

バス、役員名簿、客観的指標に基づく成績分布）を順次公表している。さらに、学生満足度

を向上させるために目安箱（改善リクエストボックス）の設置やスクールカウンセリング制

度も導入している。 

 

広報活動としては、まず、保護者に学校情報を提供するためのメールマガジンを隔月で発

刊し、その時々の授業や学校の状況を報告してきた。また、ＳＮＳを利用した動画や写真を

ＨＰで公開するだけでなく、学校情報に関わる各報告書も公開してきた。これらの活動を通

じて学生・保護者と教職員との相互理解を多少なりとも深めることができた。地域住民の

方々に対しては、出前による学校説明会や実習の体験会を開催することも新たに始めてい

る。 



過去２年間の実績をもとに、令和６年度は職業実践専門課程認定申請を目指し、新たな外

部委員４名を選出し教育課程編成委員会委員に、さらに、その４名に外部委員２名を加えた

６名で学校関係者外部委員会を、それぞれ組織し年２回の会合を開催してきた。 

そして、学校関係者外部委員会の提言を受け、本報告書をまとめた次第である。 

 

学校関係者評価報告書の作成にあたっては、まずは本校の自己点検・自己評価書を作成し、

全教職員に提示した。自己点検・自己評価には１０の大項目を設定し、それら大項目をさら

に５９の小項目に分けたものである。各小項目の点数（１～４）は教職員による採点を実施

し、それらの平均点を自己点検・自己評価書や学校関係者評価表に付記した。 

次に、これら資料を基に学校関係者による評価を実施し、さらに、大項目ごとの具体的な

コメントを掲載した。 

 

学校関係者評価表に掲載されている評価点（４点満点）の平均点の推移を令和４年度から

６年度の期間で見ると、３.４７点、３.３８点、３.３３点と次第に低下し続けてきた。 

しかしながら、具体的な対策が数字に反映される学生募集に関しては、令和５年度は過去

８年間で最低水準となったが、令和６年度は顕著な改善基調を示した。 

このことは、本校の取り組みは自己評価点に必ずしもタイムリーに反映されているとは

思えない部分があるが、学生獲得数の増大に繋がった結果は遅れて次年度に評価されるも

のと考えられる。 

それゆえ、自己評価が厳しくなっている状況であっても、学校関係者は本校の取り組み全

体にそれなりの評価を与えていると考えられる。 

 

今後も、本校が直面している諸問題点を直視した上で真摯に新年度計画を作成し、それ

らを果敢に推進していきたい。最後に、本報告書を作成して頂いた学校関係者評価委員の

方々に感謝を申し上げる。  
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北都保健福祉専門学校の自己評価 学校関係者評価

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

1
理念・目的・育成人材像は定め
られているか。

これまで、本校は建学の精神（教育理念）、教育目標、教育方針に加え、アドミッション
ポリシー、カリキュラムポリシー、デイプロマポリシー、アセスメントポリシーを策定し
ている。それらをもとに、本校の理念・目的・育成人材像を具体的に示しながら、３年ご
とに中期計画の実施と見直しを行なっている。令和５年度からは第２期中期計画による学
校教育活動がスタートして２年目を迎えているが、ほぼ良好な活動がなされている。

2
学校の職業教育の特色を明確に
しているか。

理学療法学科では「豊かな人間性を携え、自ら進んで成長する力を持ち、地域医療に貢献
できる理学療法士を育成する」を、作業療法学科では「作業療法を地域住民の健康増進、
保健・医療・福祉・教育・就労支援に寄与するために、関連団体と連携して、協力して活
動できる質の高い作業療法士を育成する」を目標として日頃の教育で進めている。看護学
科では「生命の尊厳と人間の権利を尊重した豊かな人間性を培うとともに、人間を理解
し、その人がその人らしく生きられるように支援できる専門職を育成する。また、地域社
会に貢献できる人材を育成する。」などを考慮した教育を推進している。

3
社会のニーズを踏まえた学園・
学校の構想を抱いているか。

令和６年４月２３日に教職員全員が参加する教職員会議を開催し、校長より第２次中期計
画が発表され学校経営方針や施策の説明があった。合わせて、前年度の実績を元にこれま
での現状と教育方針について説明がなされた。これらによって、令和６年度に強化すべき
ポイントや重点項目を教職員で共有できている。

4
理念、目的、人材育成などが高
校生やその保護者に周知されて
いるか。

ホームページで本校の理念、目的、人材育成の内容を掲載しており、オープンキャンパ
ス、学校説明会などで、適宜、高校生や保護者に説明してきた。また、入学式オリエン
テーションなどでも説明しているため、受験生や新入生にはよく周知されていると考えら
れる。

5

理念・目的・育成人材像・特
色・将来構想などを在学生、保
護者、卒業生、地域住民、関係
業者等に周知されているか。

これまで、オープンキャンパス・進学相談会・ホームページ・ＳＮＳなどを活用して、理
念・目的・人材育成・特色・将来構想・最近の実績などを丁寧に説明してきた。さらに、
ポストコロナ時代で再び対面型の説明会が増えているので、本校の教育の特性として周知
する対応を心がけている。

6
目的に沿った運営方針が策定さ
れているか。

ポストコロナ時代でも感染対策に配慮しながら、望ましい医療従事者育成のための学外実
習や演習に高めることが求められている。コロナ禍では国試対策の対応を十分に実施する
ができなかったが、Ｗｅｂ授業が減り、通常の授業や補講や小人数ゼミ形式の学びが定着
している。これらのことから、専門教育（職業教育）の充実や国試対策が理解不足の改善
と学習意欲を高める対応ができていたと評価される。ただ、学生が抱える問題に必ずしも
十分な対応ができなかったこともあるため、目安箱（改善リクエストボックス）の設置や
カウンセリング相談を開始している。

7
運営方針に沿った事業計画が策
定されているか。

第２期中期計画２年目（経営方針）として、各委員会や各会議による学校活動に鋭意取り
組んできた。徐々に、教職員間での情報共有化が進み、業務推進における協力体制が進ん
でいる。教育の成果の一つである国試合格率向上学生支援についてはまだ改善の余地はあ
るが、事業計画は概ね順調に進んでいる。

8

運営組織や意思決定機能は、規
則等において明確化がなされて
いるか。有効に機能している
か。

寄附行為やその他の規定に鑑み、中期計画で定めた委員会や会議を組織し、必要な事案審
議を行っている。教育活動の推進に必要な事項は、速やかに議論を経て決定し、迅速に対
応・処理している。決定事項や連絡事項については、会議議事録配付、学科内会議、各部
署会議などを介して、情報共有ができている。

9
情報システムによる業務の効率
化が図られているか。

令和４年度にサイボーズオフィス(ＳＯ)を活用した学内申請システムを導入した。さら
に、ＳＯを利用 した本校独自の教育ファイルの共有化をはかり、授業時間割の連絡と管
理に柔軟性を持たせている。 また、本システムの継続性を図るため、学内研修会を数回
実施してきた。閲覧者(学生)や管理者 (教員)の利便性が格段に向上している。

10
教務、財務等の組織整備など意
思決定システムは整備させてい
るか。

教務については、現行カリキュラムや学則に基づき学科会議で決定し、理事長による決済
をへて決定 していく。財務においては、各学科や各部署からの提出された起案や要望が
承認された後、経理担当者 が手続処理をおこなっている。寄附行為における改定は、本
部長が起案し、理事会・評議会の議を経 て最終決定がなされる。

11
業界や地域社会等に対するコン
プライアンス体制が整備されて
いるか。

教職員等の規則遵守や説明責任をしっかり果たすため、新たな通達や注意事項に対する情
報などの共 有は丁寧に行っている。そのため、規則違反や事故等など報告すべき重大な
事例や各種ハラスメントなどの懲罰に至るケースは発生していない。私立学校法改正にと
もなう本校寄附行為の改定を行って いる。

12
教育活動に関する情報公開が適
切になされているか。

本校の教育活動全般に関しては、ホームページを通じて各種の報告書として公開してい
る。学内外の教 育活動などは、ＳＮＳ、マチコミ、メールマガジジン等により保護者や
学生に連絡している。同時に、 ホームページに掲載して広く公開している。また、オー
フプンキャンパスや学校祭なについては、中高 生、保護者、地域住民の方々にもポス
ターやパンフレットなどを用いて案内している。

13
教育理念等に沿った教育課程の
編成・実施方針等が策定されて
いるか。

教育活動を推進する上で、教育編成委員会の提案によるカリキュラムの編成・実施方針等
を全教職員間で情報共有している。また、外部有識者や学校関係者などからも有益な意見
や情報の提供を受け、それらに基づく望ましい対応や改定に関して学科会議の議を経て、
基本的な方針として実施している。

14

教育理念、育成人材像や業界の
ニーズを踏まえた教育機関とし
ての修業年限に対応した教育到
達レベルや学習時間の確保は明
確にされているか。

学生アンケートや保護者アンケート等の意見や要望の提供を受け、外部有識者や学校関係
者との会合を通じて、必要な改定を行っている。特に、カリキュラムに関しては教育課程
委員会の答申を受けて、その編成、実施方針、時間割などを学科内会議で話し合ってい
る。作成されたシラバスは、電子媒体を通じで全学で共有している。

15
学校行事の適切な企画や円滑な
運営がなされているか。

年度末に学科長会議で次年度の方針を討議し、理事会の承認うけて最終的には次年度の計
画やそれらの日時を決定している。今年度も臨床実習に対する感染症対策を考慮しなが
ら、学校祭、オープンキャンパス、その他各学科のイベントの詳細について学生委員会や
各学科の教員会議等で実施方法を議論し、対応している。

16
各学科のカリキュラムは体系的
に編成されているか。

理学療法学科および作業療法学科カリキュラムは養成施設指定規則に基づき、作成・運用
してきた。看護学科のカリキュラムに関しても、保健師助産師看護師指定規則を遵守した
運用を行っている。

17

キャリア教育・実践的な職業教
育の視点に立ったカリキュラム
や教育方法の工夫・開発などが
実施されているか。

教育内容や教育方法に関する改善は必要に応じて試みている。コロナ禍で始まった対面授
業とＷｅｂ授業の併用や学外実習対応は臨機応変に行っており、教育効果を最大限に高め
る取り組みを続けている。さらに、臨床教育に関しては、関連する病院や施設からの要
望、教育課程編成委員会からの答申、さらには、学生の実習状況等に応じて教育課程の充
実や見直しをしている。

18

関連分野の企業・関係施設等、
業界団体等との連携により、カ
リキュラムの作成・見直し等が
行われているか。

職業実践教育の教育に必要なことの一つは臨床現場からのフィードバックであり、本校で
は、毎年、各施設における実習指導者会議（看護学科）やバイザー会議（理学・作業療法
学科）等で意見交換を行っている。さらに、学生や保護者からのアンケートの意見集約を
行うと共に、業界や企業等の専門家とのカリキュラム会議（教育課程編成委員会など）や
学校関係者からの評価などにもとづき、それらの結果を教育に反映させている。

19
関連分野における実践的な職業
教育（実技・実習等）が体系的
に位置付けられているか。

毎年見直している職業教育（実技・実習等）はカリキュラムに位置付けられており、概ね
適切であると考えられるが、実習に関わる知識や実技の習得に学生の個人差が生じること
は否めない。そのため、日常的な授業（講義、演習、学内実習）や学外実習前の事前学習
を丁寧に行うだけでなく、学習の習熟度に応じた個別指導や個々の学生の特性を考慮した
実習先の割り振りやグループ編成を行っている。

20
授業評価の実施・評価体制はあ
るか。

学生による授業評価実施に関する申し合わせに基づき、「学生による授業評価」を行って
いる。さらに、教育活動や学校運営全般に関しては、「学生アンケート」及び「保護者ア
ンケート」調査を毎年実施しており、学校関係者評価委員会でその内容を審議している。
これらの結果はＨＰで公表している。さらに、新たに目安箱（改善リクエストボックス）
を設置し、学生からの意見や要望を伺う体制を強化している。

21
職業実践的教育に関して企業等
の外部関係者からの評価を取り
入れているか。

実習施設側とは連絡を密にしており、実習内容が職業実践教育にふさわしい学習目標達成
につながるように常に協議を重ねており、様々なアドバイスを頂いている。実習における
学生個別の評価については実習指導者は公正かつ客観的に行っている。本校教員への指導
助言に基づき、最終的な総合成績評価がなされている。また、年に２度、外部の実習関係
者を招集しカリキュラム委員会を開催している。より望ましい臨床実習のあり方について
議論を深め、その内容を実施に移している。

22
成績評価・単位認定の基準は明
確になっているか。

学科会議で、各科目の成績判定・単位認定は学年ごとに実施している。各科目の最終判定
は、秀・優・良・可・不可の５段階で行っている。

3.3

学校運営には多くの側面が関わっており、自己点検・自己評価書の詳細な記
載から、学校運営が概ね順調であると判断される。同時に、将来の持続的な
発展を見据えた対策も進めていくタイミングになっていると考えられる。例
えば、意思決定プロセスの透明化を進めるために、教職員や学生、保護者か
らのフィードバックを定期的に行える機会を持つことはどうであろうか。ま
た、情報システムの導入や申請手続きの電子化を進めることができれば、業
務の効率化や教育効果の向上がはかれるであろう。また、教職員や保護者の
意見を取り入れた意思決定システムを構築し、学校全体の意思決定の質を高
めることも、長期的には考えていくべきことと思われる。現在の情報公開、
ＳＮＳ、ウェブサイトを活用した情報発信は大いに評価できるが、情報公開
の効果を高め、双方向のコミュニケーションを促進する視点を導入していく
ことが今後の課題になると考えられる。これらの対応により、学校と学生・
保護者、学校と地域社会との連携が深まり、相互の信頼関係の構築や学生や
保護者の満足度アップにつながると期待される。そのため、事務職員の充実
が求められる。

教育活動については、「教育理念に基づいた体的なカリキュラム編成と運用
がなされていると考えられ、外部有識者や業界、学生、保護者からの多様な
意見を積極的に取り入れた教育内容や教育方法の改善に努めていることが非
常に優れている」と評価に値する対応がなされている。実践的な職業教育も
カリキュラムに明確に位置付けられ、学生の習熟度に応じた丁寧な個別指導
が行われている。授業評価や年度途中から導入された目安箱（改善リクエス
トボックス）の設置など、学生の声を教育に反映させるためのフィードバッ
ク体制も充実している。教員の質確保や資質向上や学生の職業観育成への取
り組みも高く評価できる。ただ、職業実践教育において、学生の学びを最大
化・最適化するためには、「実習中の学生が何を学び」かつ「どのような経
験をしているか」を学校側と関連施設が共有することが必須であり、その結
果として学外実習の質が高まっていると評価される。実習施設側へは学生が
苦手としている点や伸びしろを情報提供を行うことで、より効果的な実践教
育の指導を受けることにつながっている。さらに、実習を含めた教育全体に
言えることは、関連する各教科の教員が集まって授業内容をブラッシュアッ
プできる体制を検討する必要がある。また、臨床教育をより充実したものに
高めていくためには、実習前後の学内教育を充実させる必要がある。毎年行
われている実習指導者会議でも、臨床現場での実習体験が教育目標に合致し
ているかを確認・調整していることも今後も継続して欲しい。一方、学生の
実技・実習におけるもう一つの問題点は、学生の習熟度に大きな差異がある
ことである。個別の対応により教育効果を高めたり、実習動画教材などの導
入なども望ましい対応の一つと考えられる。以上、令和６年度の教育活動を
国試合格率で評価すれば、総じて望ましい結果となっている。コロナ禍の影
響で低下した作業療法学科の合格率はほぼ回復してきたことは喜ばしいが、
理学療法学科の国家試験合格率は以前のレベルに戻りきっていない。看護学
科の国試合格率が、今年度大いに改善されたのは評価に値する。さらに、教
育理念目標にも掲げてあるように、教職員のファカルテイ・デイベロップメ
ントの推進を実現するためにも、例えば、旭川医科大学や旭川市立大学等
と、関係する科目での教員間の交流・協働の促進を行うことも望ましい対応
の一つと考えられる。

3.4

3.3 3.4

　　令和６年度　学校関係者評価表

開学以来の理念・目標・育成人材像によって全道で活躍する卒業生が年々増
えていることは喜ばしいことであるが、最近、学生の気質や意欲が変化して
多様になってきている。今年度の学校の対応は現状維持を続けてきているた
め、概ね問題ないものと考えられる。ただ、今後将来にわたって活躍できる
医療人として成長していく土台を学生に提供し続けるためには、幾つかの創
意工夫が望ましいと感じられる。例えば、個別最適化された学習支援の強
化、能動的な学びを促す教育方法の導入、キャリア教育の早期化・具体、メ
ンタルヘルスサポートの充実、さらには、教職員のファカルティ・ディベ
ロップメント（ＦＤ）の推進、などを確実に進めていくことが望ましいと考
えられる。

Ⅰ
教育理念

目標

大項目
小項目
No.

学校関係者評価内容自己評価内容　
（自己点検・自己評価報告書にある「各項目の現状を転記したもの」）

評価項目

3.2

自己
評価点

（項目平均）

評価項目

3.6

3.6

3.4

3.5

Ⅲ
教育活動

Ⅱ
学校運営



23
資格取得のための指導体制やカ
リキュラムでの体系的な位置づ
けはあるか。

学科内教員が協力する指導体制をとっており、体系化されたカリキュラム内で連携をは
かってきた。学生を小グループに分けて行う国試対策学習では、グループダイナミクスを
最大に引き上げる支援を行ってきた。コロナ禍で低下した理学・作業療法学科の合格率は
徐々に以前のレベルまで回復しているが、作業療法学科ではまだ以前の状態までは戻って
いない。看護学科の合格率はコロナ禍の影響は少なかったが、今年度はやや例年より低い
状況である。

24
非常勤講師との連携を深め、学
生の実態にあった指導方法改善
をはかっているか。

学科長や担任は科目等担当者（主に非常勤講師）と連携し、学生に関する情報や学生の習
熟度などを伝達し、授業の改善を依頼している。また、同意を得られた非常勤講師に対し
て学生による授業評価を実施し、その結果をフィードバックしている。

25
人材育成目標に向けた授業を行
う要件を備えた教員を確保して
いるか。

教員の新規採用にあたっては、教育に意欲的で熱心な教員を確保してきており、医療職者
育成の教育が適切に実施されている。教員の男女比は、学科ごとの偏りはあるものの、全
体でみれば、ほぼ１：１である。

26

望ましい教職員を確保するた
め、関連企業提携先の確保など
のマネージメントを行っている
か。

教育の質を担保するため、望ましい専任教員や非常勤教員の確保に関して、関連分野の企
業等との情報交換を常に行っている。同窓会や職能団体との連絡を密にする中で、公募を
原則とするが、あらゆる方向から望ましい教員採用を実施している。

27

関連分野における先端的な知
識・技能等を修得するための研
修や教員指導力養成などの資質
向上のための取組が行われてい
るか。

各職能団体や関連企業等の研修会、学会・研究会、大学院進学、臨床現場での経験、地
域・社会貢献などの参加や実施を各教員に推奨している。

28
学生の職業観育成の取り組みが
図られているか。

学生が専攻した学科の専門職に対するプロ意識を醸成するために、ロングホームルームや
課外時間を活用して、学生の自己理解、自己啓発、さらには、自己実現が可能になるよう
な教員講話や各種イベント参加（ボランティア活動、学内あるいは学科内研修会、学会や
研修会参加）などの機会を提供したり、支援を行っている。

29
卒業予定者（新卒者）の就職率
の向上が図られているか。

今年度の卒業予定者（新卒者）の国試合格率は３学科で９３.４％であり、全国平均をや
や下回った。学科ごとでは、ＰＴ８１.３％、ＯＴ１００％、ＮＳ９７.３％)であった。

30
資格取得率の向上が図られてい
るか。

今年度の国家試験合格率は、３学科の平均としては前年度より良い結果であった。これ
は、習熟度別小グループ編成による自主的な学習をしてきた学生の努力によると考えれれ
るが、一方では、各学科の教員の熱心な学習指導によるものと考えられる。ただ、看護学
科は昨年度に比べやや低下してしまった。

31
卒業生や在校生の社会的な活躍
を把握し、評価しているか。

卒業生は道北・道東の医療機関に就職することが多く、専門的分野での活動や社会的活動
状況の把握が比較的容易である。在校生に関しては、成績優秀者や学内外の活動が顕著で
あった学生を把握し、規程に従って各表彰を行なっている。

32
卒業生支援による学生のキャリ
ア形成や学校教育活動の改善を
進めているか。

各職能団体、実習施設、及び本校教員によって開催されるバイザー会議などを通じて、卒
後研修やキャリア形成など各勉強会を開催している。その折、Ｗｅｂ会議あるいは対面方
式で実施している。本校卒業生は、学外実習を行った施設に就職し、その後、実習指導者
として後輩の教育に関わる場合が多いため、教員と卒業生らとの関わりを通じて在学生教
育にも貢献している。

33
退学率の低減ははかられている
か。

理学療法学科、作業療法学科、および、看護学科の前年度退学率は、それぞれ５.９％、
７.５％、および、８.３％であった。看護学科では７.５％ほどと前年比で増加した。
従って、学校全体では７.３％となり、目標とする３％以内から大きく悪化した結果と
なっている。

34
学生相談に関する体制は整備さ
れているか。

各学年の担任を中心に、学生が抱える就学上の問題解決を図る相談や対応をしっかり進め
ている。必要に応じて、学生や保護者を交えた三者面談を実施している。さらに、スクー
ルカウンセラーによる相談を実施しており、これらにより個々の学生がかかえる問題解決
を図っている。

35
学生の経済面に対する支援体制
は整備されているか。

経済的支援を必要とする学生・保護者、あるいは、本校への進学希望者からの相談を受け
ながら、各種奨学金制度等の説明を行っている。本校独自の報奨制度については、在校生
の学習意欲向上のモチベーションになるように制度運用を行っている。アルバイト紹介を
学校として行ってはいないが、希望する学生には在校生の現状などの情報を提供してい
る。

36
学生の健康管理を担う組織体制
はあるか。

法令に基づく定期検診やインフルエンザ予防接種は学内で実施すると共に、新型コロナウ
イルス予防接種の案内や感染症に関わる情報提供は必要に応じて適宜行っている。特に、
病院実習参加者の健康診断などを含め、健康管理に関わる問い合わせに丁寧に対応してい
る。また、学生や教職員には日常の健康管理チェックシート記入をアドバイスしている。

37
新型コロナウイルス感染対策を
担う組織体制はあるか。	

国、道、市の指針を参考に本校独自基準の作成し、学内やホームページ等で周知しなが
ら、行動指針に基づく円滑な教育活動を進めてきた。ただ、第５類に格下げとなった現在
でも、学科長会議で学内の感染状況に関する情報共有を行っている。感染症に罹患した場
合の対応は、これまでの基準に従い、感染拡大防止に関する適切な対応をアドバイスして
いる。

38
各種ハラスメントの防止を心が
けながら、教育環境の充実をは
かる支援はなされているか。

学生アンケート、保護者アンケート、学生による授業評価、目安箱（改善リクエストＢＯ
Ｘ）などで提案される問題の解決を図ることに加え、日常的には、担任による学生対応を
通じて、各クラスの学習環境を良好なものとなるような働きかけを行っている。

39
保護者と適切に連携している
か。

入学時に保護者説明会を開催し、学校の方針を説明している。年度の途中には、学生・保
護者・教員による三者面談を実施しており、教育活動や個々人の修学状況などについて個
別の話し合いをしている。学校情報全般に関しては、ホームページや隔月発刊のメールマ
ガジンなどを利用して保護者に提供している。特に、学業不振者や修学上の問題を抱えた
学生には担任が中心になって早めの対応を心がけてきた。

40 卒業生への支援体制はあるか。

卒業生が気軽に学校を訪問しやすい雰囲気作りに心がけており、卒業生と教員の交流はう
まくなされている。国家試験不合格者に対しては、模試や国家試験対策に加え、就職およ
び再就職支援を在校生と同様に行ってきた。一方、就職後のステップアップを考えている
卒業生には、各種研究会や研修会の案内に加え、ステップアップのための大学院進学など
の情報提供を行っている。同窓会を基盤とした卒後研修会や親睦会で交流を深めるととも
に、転職、専門性の向上、学術活動の提案、社会貢献活動などの相談にも応じている。

41
関連分野における業界との連携
による再教育プログラムを行っ
ているか。

本校で開催する学習会、研修会、学会・研究会、あるいは、同窓会などでは、 対面方式
やＷｅｂ方式を採用しており、連携医療機関などと積極的な交流を図っており、それらに
参加を希望する卒業生や在校生には門戸を広げている。

42
施設・設備等は、教育上の必要
性に十分対応できるよう整備さ
れているか。

現在までに、ほぼ必要な設備や備品類は導入されていて、頻繁に使う機器の修理や保守は
定期的に行っている。消耗品等は年間実習計画に照らし合わせて補充している。経年劣化
が激しい機器類は適宜修理や購入を図り、教育に支障がないように計画的に配備、整備し
ている。

43
図書館 ・自習室利用の活性化が
図られているか。

通常は毎朝８時３０分から１７時１５分まで開館している。

44

学内外の実習施設、インターン
シップ、海外研修の場などにつ
いて十分な教育体制を整備して
いるか。

学内外の実習は系統的にカリキュラムに配置されており、職業実践専門教育の目標に合致
した内容に充実させている。また、実習先における実習指導者とバイザー会議、学生情報
の共有、教員の実習地訪問、などで綿密な打ち合わせを行い、実習環境の整備や改善を行
なってきた。

45 防災体制は整備されているか。

防災設備は消防法などの規程に従い、必要な整備は計画的に進んでいる。毎年の避難訓練
は、所轄の消防署員の指導のもと、年２回実施している。すなわち、１回は、学生や教職
員が実際に消火模擬訓練として実施しており、もう１回は、事務職員により専門的な観点
からの訓練を行なっている。これらによって全学的な防災意識向上に努めている。

46
高等学校等に対する情報提供等
の取組を行っているか。

広報課担当職員２名が、各高校を訪問している。道内各地あるいは高等学校主催の学校説
明会等にも積極的に参加し、道内医療の現状や本校の学校情報の提供を行なっている。ま
た、ホームページやＳＮＳなどの媒体を活用した広報活動を行っており、オープンキャン
パス参加者や本校進学希望者には実習体験をしてもらっている。

47
学生の募集は適正に行われてい
るか。

進学相談会にできるだけ参加し、医療職の将来性や本校の特徴を具体的に説明している。
さらに、オープンキャンパス、出前講座、本校開催の職業体験などを通じて、医療職への
理解と学生募集活動を進めている。一方、キャリアアップを図る社会人入学希望者への個
別相談会も実施している。

48
学生募集活動において、資格取
得・就職状況等の情報は正確に
伝えられているか。

高校訪問・オープンキャンパス・進学相談会などに於いて、訪問者や相談者などに対し
て、資格取得者数や就職状況などの正確な情報提供を行っている。また、ホームページや
学校案内などでも最新情報を提供し続けている。

49
入学選考は適正に行われている
か。

本校の規定に基づき、入学試験を厳正に実施している。合否判定は、各学科ごとに入学試
験選考会議を開催して、合格者を適正に選考してきた。入学試験での面接では、面接評価
基準を参考に公平な評価がなされている。また、面接担当者に受験生の家族や親族者がい
ないことを確認している。

Ⅶ
学生募集

4 3.3

１８歳人口の減少傾向が進んでいる中、特に作業療法士を目指す人材が顕著
な低下傾向にある。札幌市内の大学および養成校への流れを食い止める努力
は極めて優先度の高い項目と考えられる。広報活動の強化およびオープン
キャンパスの内容の見直しなどの議論が常に必要ではないか。また、一般企
業の給与と比較して、医療職の賃上げが促進されない背景や、人口減少、作
業療法という複雑でわかりにくい職種の業務内容、やりがいなどを伝えるこ
との難しさが重なり、若い世代に魅力を必ずしも伝えられないまま、学生募
集を実施しているのではないかと危惧される。学校としての努力は見受けら
れるが、募集のターゲット層を広げる試み、例えば、１８歳以外の入学生
（社会人入学生）や海外留学生も視野に入れた学生募集活動も鋭意に検討す
べきではないか。それぞれの職種の面白さ、意義深さ、やり甲斐等を前面的
に表現し、強調する募集ＣＭを学生自らに制作依頼し、ＨＰで公開するのは
どうであろうか。学生自ら制作することにより、自分たち自身の意識改革に
つながると同時に、現在自分達が目指そうとしている職業の大切さを再認識
してもらえる可能性が期待できるであろう。

教育活動については、「教育理念に基づいた体的なカリキュラム編成と運用
がなされていると考えられ、外部有識者や業界、学生、保護者からの多様な
意見を積極的に取り入れた教育内容や教育方法の改善に努めていることが非
常に優れている」と評価に値する対応がなされている。実践的な職業教育も
カリキュラムに明確に位置付けられ、学生の習熟度に応じた丁寧な個別指導
が行われている。授業評価や年度途中から導入された目安箱（改善リクエス
トボックス）の設置など、学生の声を教育に反映させるためのフィードバッ
ク体制も充実している。教員の質確保や資質向上や学生の職業観育成への取
り組みも高く評価できる。ただ、職業実践教育において、学生の学びを最大
化・最適化するためには、「実習中の学生が何を学び」かつ「どのような経
験をしているか」を学校側と関連施設が共有することが必須であり、その結
果として学外実習の質が高まっていると評価される。実習施設側へは学生が
苦手としている点や伸びしろを情報提供を行うことで、より効果的な実践教
育の指導を受けることにつながっている。さらに、実習を含めた教育全体に
言えることは、関連する各教科の教員が集まって授業内容をブラッシュアッ
プできる体制を検討する必要がある。また、臨床教育をより充実したものに
高めていくためには、実習前後の学内教育を充実させる必要がある。毎年行
われている実習指導者会議でも、臨床現場での実習体験が教育目標に合致し
ているかを確認・調整していることも今後も継続して欲しい。一方、学生の
実技・実習におけるもう一つの問題点は、学生の習熟度に大きな差異がある
ことである。個別の対応により教育効果を高めたり、実習動画教材などの導
入なども望ましい対応の一つと考えられる。以上、令和６年度の教育活動を
国試合格率で評価すれば、総じて望ましい結果となっている。コロナ禍の影
響で低下した作業療法学科の合格率はほぼ回復してきたことは喜ばしいが、
理学療法学科の国家試験合格率は以前のレベルに戻りきっていない。看護学
科の国試合格率が、今年度大いに改善されたのは評価に値する。さらに、教
育理念目標にも掲げてあるように、教職員のファカルテイ・デイベロップメ
ントの推進を実現するためにも、例えば、旭川医科大学や旭川市立大学等
と、関係する科目での教員間の交流・協働の促進を行うことも望ましい対応
の一つと考えられる。

昨年度の国家試験合格率向上に向けては各教員が役割分担と連携を図ること
が大切かと思う。その反省点を受けて国家試験の出題傾向等について定期的
に会議を開き教員間で情報の共有して行く中で、模擬試験の成績分析や問題
傾向の解析を通じて指導内容の質を高めてきたことは大きく評価できる内容
である。その結果、高い国試合格率と就職率も維持できたのであろう。ま
た、国家試験に向けたストレスや不安に対応できるよう、面談やカウンセリ
ング体制を整える必要も考えられ、年度途中から導入していることも注目に
値する。しかしながら、対策が必ずしも十分に機能しなかかったと考えられ
る。それは退学率や休学率が上昇傾向にあり、卒業に繋げることが十分でな
い側面もあるからである。それゆえ、学習状況、人間関係等について分析
し、継続的なモチベーションと安心感を与える体制づくりが必要である。勿
論、現在も教職員が対策を講じている面は評価できるが、学生数の減少とと
もに次第に学生の気質や特徴も変化してくるところを予測しながら、先手を
打って対応をしていくことも望まれる。

目安箱（改善リクエストボックス）やカウンセリング制度を導入して、学校
生活をあらゆる面から支援しつつある現状は望ましい対応であり、概ね良好
な対応と思われる。しかしながら、個々の項目を見ると改善すべき事柄が山
積みしている。例えば、まずは、カウンセリングの受診率を高める対策が必
ずしも十分ではない。特に、各種アンケートにより教職員のハラスメントと
判断されるコメントがあるため、カウンセリングの利用率を高める対策が必
要であるだけでなく、教職員に対する全学的な啓発セミナー等を実施してい
くべきであろう。経済面の支援や学生の健康管理に関しては良好な対応がな
されている。保護者との連携は三者面談、ＨＰやメールマガジン発刊、学校
情報の提供などが定期的になされているため、これらのフィードバックは望
ましいことである。一方、卒業生への支援体制はそれなりになされている
が、国試不合格者へのフォローアップは問題があるように思われる。なぜな
ら、卒業後も国試にチャレンジしているがなかなか合格できない卒業生も存
在するからである。現実的な対応には難しさもあるだろうが、国家試験合格
を支援する体制を強化することを今一度考え直してもらいたい。関連業界と
の連携は今後益々発展させてもらいたい。職業実践専門課程申請を目指して
準備してきた学校として、臨床教育における質の向上や教育効果を高めるこ
とは今後も重要な視点として理解して欲しい。また、学生支援の一環とし
て、カウンセリングの充実は、安心して学べる環境つくりにとって重要であ
る。安心して学生生活を送ることのできる環境は、ひとりカウンセラーだけ
の充実が求められるものではなく、学校全体の教職員の共通理解のなかで醸
成されるものであるから、年１回程度は全ての教職員が参加できる研修会な
どの実施を勧めたい。

Ⅳ学習成果と本項目であるⅥ教育環境は最も自己評価点が低い項目であり、
それぞれの項目に対する改善を図るべきである。施設・設備の充実は中・長
期的視点から、計画性を持って対応していこうとする点は望ましい。しか
し、図書館開館時間はやや短いような印象を受ける。少なくとも最後に帰宅
する教職員が閉館の役割を担うか、オートロックなどのシステムを導入し
て、より多くの開館時間を確保すべきであろう。図書利用率を高めることは
学生生活のモチベーション維持につながるであろう。そのためには、アン
ケートやヒヤリングを通じて、学生や教員が必要としている問題を把握する
ことが重要ではないではないかと思われる。
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50

法令や専修学校設置基準等の遵
守と適正な財政基盤を維持し
た、健全な学校運営がなされて
いるか。

上記規則に基づき、施設、編成、教育内容、単位数等を定めており、学校活動を適正に進
めている。また、現在の在校生数は定員を満たしてはいないが、今後の学校経営を維持す
る上で財政基盤は安定している。

51
財務に関して会計監査が適切に
行われているか。

会計年度終了後の２ヶ月以内に学校法人会計基準に従い、財務書類等を作成している。そ
の後、監事による会計監査を受け、合規適正な運営がなされていることを確認し、６月末
までにホームページ上で公開している。

52

法令や専修学校設置基準等の遵
守と適正な財政基盤を維持し
た、健全な学校運営がなされて
いるか。

上記規則に基づき、施設、編成、教育内容、単位数等を定めており、学校活動を誠実に進
めている。また、私立学校法の改正(令和７年４月１日施行）による寄附行為の変更認可
申請中である。

53
個人情報保護の対策がとられて
いるか。

個人情報の管理は、職員室、事務室等の書庫で保管している。ＰＣ管理は、サーバーに制
限フィルターをかけ、アクセス権やパスワードにより関係者以外は確認出来ない体制を
とっている。教職員と学生利用のサーバーは別々に管理している。個人情報に関しては、
本人の承諾内容の範囲で業務に適切な運用をしている。学外実習等で得た個人情報は施錠
可能な保管庫で保管し、情報漏洩がないように使用後の廃棄は確実に実施している。成績
証明書等の発行は、本人の申請に基づき学科の確認を経て、発行・交付している。また、
教職員は守秘義務を遵守している。

54
自己点検・自己評価の実施と問
題点の改善に努めているか。

毎年、本校の教育活動や事業に関して自己点検・自己評価書、学生アンケート、保護者ア
ンケート、事業報告書、会計報告書、学校関係者報告書などの資料を作成し、学校運営や
教育活動の改善に活用している。また、改善すべき項目には優先順位をつけて対策を講じ
ており、その上で、次年度の業務計画を作成する上の参考にしている。また、教職員全体
の意見を反映させるため、自己点検・自己評価の評価を依頼している。

55 評価結果を公開しているか。
毎年、自己点検・自己評価書のみならず、学生アンケート、保護者アンケート、学校関係
者評価結果などを学校情報としてホームページ上で公開している。また、これらの報告書
はメールマガジンなどを介して学生や保護者にも報告している

56
学校の教育資源や施設を活用し
た社会貢献・地域貢献を行って
いるか。

毎年、医療・福祉関係団体等、地域の団体、小中高生の関連サークル、他の専門学校など
から設利用の申し込みがあり、これら全てにほぼ対応している。旭川市や近隣市町村を含
め本校へ要請に応じて出前講座を行なっている。ポストコロナになっているため、本校独
自に、あるいは、社会福祉協議会と連携し、地域住民の健康体操教室、健康講話、あるい
は、その他の活動に貢献している。

57
学生のボランティア活動を奨
励・支援しているか。

ボランティア活動（老健施設でのお祭り企画や高齢者の勉強会のサポート）に関しては、
教員や学生の参加はコロナ禍で自粛する状況にあったが、ポストコロナ禍では徐々に実施
できる環境が戻りつつある。現実的にはまだまだ学生サークル活動が活発ではないが、課
外活動やボランティアなどの学生参加を推奨している。

58
ヒトを対象とした臨床研究を進
めるための規定集を整備してい
るか。

ヒトを対象とする研究倫理規程および研究倫理委員会規程に従って、申請される研究の妥
当性を評価ししながらも実施に向けた支援を行っている。現在、継続中の申請は１件に減
少しているが、これらの規制の対象外の研究活動も２～３件なされている。

59
ヒトを対象とする臨床研究推進
のために研究担当者への支援を
行っているか。

現在、本校で進める研究はアンケート調査が主体であり、設備等をそれほど多く必要とし
てない。また、本校設備や備品類は授業に支障がない限り無償での利用が可能となってお
り、消耗品等に関しては教育研究費から支出している。

評価基準

財務に関する基盤強化は重要な項目であり、学校の対応はルールを遵守し
た、望ましい対応であると評価できる。時代の変遷にともなう、将来の更な
る事業拡大あるいは新事業への展開などに備え、現在節約できる費用を洗い
出したり、適切な人事や今後力を入れていくべき部署への移動などを通し
て、効率的な財務運営をはかれるよう常に努力すべきである。

Ⅹ
 社会貢献

Ⅸ
法令等の

遵守

Ⅷ
財務
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個人情報保護の対応は概ね良好であり、好ましい対策をつつけており、望ま
しい対応であると判断される。学生アンケートや保護者アンケートの結果を
詳細にまとめ、ＨＰにその結果を公表していることは評価できる。さらに、
それらのアンケート結果をもとに、詳細な自己点検・自己評価報告書を作成
しており、教職員で評価内容を共有している対応にも誠実さが感じられる。
ただ、細かく見ていくと在校生や保護者側からの要望に必ずしも明確な対応
をしていない面があるが、今後も真摯に対応し続けて欲しい。法令遵守の考
え方も学校内でしっかり徹底されていることから、概ね良好な対応であると
考えらえる。

ポストコロナ時代において、徐々にボランティア活動に参加できる状況が
整ってきた。学校側の対応は積極的になっているが、学生の参加がまだまだ
十分であるとはいえない。コロナ禍を中学あるいは高校で経験した世代であ
ることは配慮すべきであるが、学生が参加しやすい雰囲気づくりをしなが
ら、社会活動を通じて学生の成長と学びを支援していく必要がある。一方、
研究を推進する体制を構築していることは評価すべきであるが、現在の教員
による研究数は少なく、教員の研究活動は必ずしも十分でないように思え
る。少なくとも各学科から複数の研究計画が申請されるように、教員の意識
を高めて欲しい。

                                             適切 ４    ほぼ適切 ３    やや不適切 ２    不適切 １
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